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畜産経営維持緊急支援資金融通事業実施要綱 
 

平成２１年６月３日付け２１農畜機第１１１５号  

一部改正 平成２１年６月１０日付け２１農畜機第１２２７号 

一部改正 平成２１年８月２１日付け２１農畜機第２３５１号 

一部改正 平成２１年１１月２０日付け２１農畜機第３４７４号 

一部改正 平成２２年２月１９日付け２１農畜機第４６５３号 

一部改正 平成２２年４月２３日付け２２農畜機第５４２号 

一部改正 平成２２年５月２６日付け２２農畜機第９２２号 

一部改正 平成２２年８月２４日付け２２農畜機第２２７２号 

一部改正 平成２２年１１月１８日付け２２農畜機第３３４３号 

一部改正 平成２２年１２月２０日付け２２農畜機第３６８８号 

一部改正 平成２３年２月２１日付け２２農畜機第４４３６号 

一部改正 平成２３年３月１８日付け２２農畜機第４８５７号 

一部改正 平成２３年４月１日付け２２農畜機第５２３９号 

一部改正 平成２５年４月１日付け２４農畜機第５３４０号 

一部改正 平成２５年４月２３日付け２５農畜機第３０３号 

一部改正 平成２５年８月２１日付け２５農畜機第２２７８号 

一部改正 平成２７年３月９日付け２６農畜機第４９３９号 

一部改正 平成２８年３月３１日付け２７農畜機第５４２７号 

   一部改正 平成２９年３月１６日付け２８農畜機第６２６２号 

   一部改正 令和２年３月３１日付け元農畜機第８１２２号 

   一部改正 令和２年５月１５日付け２農畜機第９７１号 

 

大家畜及び養豚経営は、短期の運転資金から長期の設備投資資金まで多額の

資金が必要であるが、その資金回収には時間を要するとともに、素畜費、飼料費

等の資材費や生産物価格の変動が大きいことから毎年度の所得も大きく変動す

るという特徴を有している。 

このような特徴のもと、近年の配合飼料価格の上昇や景気の低迷の影響を受

けた畜産物価格の低下等により、借入金の償還が困難となり経営の継続が危ぶ

まれる状況が生じている。 

このため、大家畜及び養豚経営の償還が困難な借入金を長期・低利の資金に一

括で借り換えることにより経営の維持と安定を図るため、大家畜及び養豚経営

に対する借入金の一括借換えに要する長期・低利の資金（以下「畜産経営維持緊

急支援資金」という。）の融通に伴う利子補給事業等に対し、独立行政法人農畜

産業振興機構法（平成１４年法律第１２６号）第１０条第２号の規定に基づき補

助することとし、もって大家畜及び養豚経営の改善と国内畜産基盤の維持・発展

に資するものとする。 

本事業の補助金の交付に関しては、補助金等に係る予算の執行の適正化に関

する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に

関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）、「畜産業振興事業の実施につい

て」（平成１５年１０月１日付け１５農畜機第４８号－１）及び「畜産業振興事

業に係る補助金交付の停止措置について」（平成２６年３月３１日付け２５農畜

機第５３７６号）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 
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第１ 事業実施主体 

この事業の事業実施主体は、平成２１年度畜産業振興事業のうち畜産経

営維持緊急支援資金融通事業に係る再公募要領（平成２１年６月１０日付

け２１農畜機第１２３３号）に基づき定めた者とする。 

 

第２ 事業の内容 

この事業の内容は、事業実施主体が第３及び第４の事業を実施するのに

要する資金に充てるため、畜産経営維持緊急支援資金融通事業基金（以下

「基金」という。）を造成する事業とする。 

 

第３ 畜産経営維持緊急支援資金事業 

 １ 事業の種目 

（１）畜産経営維持緊急支援資金（以下「緊急支援資金」という）の貸付けを

行った融資機関に対する利子補給 

（２）（１）の事業の円滑な実施を図るために必要な調査等 

２ 事業の要件等 

（１）借換対象資金 

緊急支援資金により償還負担の軽減のための借換えを行うことができ

る資金（以下「借換対象資金」という。）は、貸付対象者が借り入れた大

家畜又は養豚経営に必要な資金のうち、償還が困難であるものをいう。 

（２）借入希望者の要件 

    借入希望者の要件は、既借入金の借入残高及び年償還額、大家畜又は養

豚経営部門の収支、各年度において償還可能な額からみて既借入金の償

還が困難となっており、かつ、次のすべてに該当する大家畜又は養豚経営

であることとする。 

   ア 大家畜又は養豚経営を今後とも長期に継続するとともに、経営の改

善に積極的に取り組む意欲及び能力を有すること。 

   イ 借入れを希望する年度を含む直近の年度において、約定償還金の一

部の返済が可能であること。 

   ウ ６０歳未満の者が現に主として大家畜又は養豚経営に従事してお

り、かつ、将来も従事する見込みがあると認められること又は現に主と

して大家畜又は養豚経営に従事している者が６０歳以上である場合に

は当該者の大家畜又は養豚経営に係る後継者が確定していること。 

エ 「環境と調和のとれた農業生産活動規範について」（平成１７年３月

３１日付け１６生産第８３７７号農林水産省生産局長通知）に基づき、

年に１回、環境と調和のとれた農業生産活動規範点検シート（家畜の飼

養・生産）により点検を行うことが可能であること。 

オ 次に掲げるいずれかの要件を満たしているものとし、別紙様式第１

号の配合飼料価格安定制度加入に関する申告書を経営改善計画（（３）

の経営改善計画をいう。）に添付して融資機関に提出すること。 

（ア）「配合飼料価格安定対策事業実施要綱」（昭和５０年２月１３日付け

５０Ｂ第３０２号農林事務次官依命通知）に定める「配合飼料価格安
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定基金」が定める業務方法書に基づく配合飼料の価格差補塡に関す

る基本契約及び配合飼料の価格差補塡に関する毎年度行われる数量

契約（以下「契約」という。）の締結について、平成２１年度の契約

を締結している者が、引き続き平成２２年度において契約を締結し

ていること。 

（イ）新たに平成２２年度から契約を締結している者であること。 

（ウ）平成２１年度及び平成２２年度のいずれにおいても契約を締結し

ていない者であること。 

（エ）平成２１年度において契約をしていた者で平成２２年度において

契約を締結しなかった者にあっては、配合飼料の給与を完全に中止

していること。なお、この場合にあっては、配合飼料の給与を完全に

中止した理由書を添付していること。 

カ 法人にあっては、次のいずれかに該当すること。 

（ア）農事組合法人 

（イ）農業を主として営む個人、農業協同組合又は農業協同組合連合会

（以下「農業者等」と総称する。）がその法人の社員（業務を執行す

る社員に限る。）の数の過半を占めている会社法（平成１７年法律第

８６号。以下同じ。）第５７５条第１項に規定する持分会社 

（ウ）農業者等がその法人の株主であって、株主の総数が５０人以下であ

る株式会社（公開会社（会社法第２条第５号に規定する公開会社をい

う。）でない株式会社に限る。） 

（エ）農業の振興を目的とする法人であって、地方公共団体又は農業者等

が、総社員の表決権の過半数を保有している一般社団法人 

（オ）その他都道府県知事等が独立行政法人農畜産業振興機構理事長（以

下「理事長」という。）と協議して認める法人 

キ 乳用牛、肉用牛又は豚の飼養規模がおおむね次に掲げる頭数以上で

あること。 

経営の種類 家畜の種類 

飼養規模

（頭） 

個人 法人 

酪農経営  搾乳を目的としたおおむね 16 か月齢以

上の乳用成雌牛（以下「乳用成雌牛」とい

う。） 

１５ 

肉用牛繁殖

経営 

子牛生産を目的としたおおむね 14 か月

齢以上の肉専用種繁殖雌牛（以下「肉専用

種繁殖雌牛」という。） 

５ １５ 

肉専用種肥

育経営又は

一貫経営 

 肥育を目的としたおおむね６か月齢以

上の肉専用種肥育牛（以下「肉専用種肥育

牛」という。） 

１０ ３０ 
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乳用種肥育

経営又は乳

用種ほ育育

成経営 

 肥育を目的としたおおむね６か月齢以

上の乳用種肥育牛（以下「乳用種肥育牛」

という。）又は肥育素牛の供給を目的とし

たおおむね８か月齢以下の乳用種ほ育育

成牛（以下「乳用種ほ育育成牛」という。） 

１５ ４５ 

養豚繁殖経営 

 

 子豚生産を目的としたおおむね６ヵ月

齢以上の繁殖雌豚（以下「繁殖雌豚」と

いう。） 

３０ 

 

９０ 

 

養豚肥育経営 

又は一貫経営 

 肥育を目的としたおおむね 30 ㎏以上の

肥育豚（以下「肥育豚」という。） 

３００ ９００ 

（注）１ 当該経営の常時従業者の構成員が一つの家族に属する法人

（以下「一戸法人」という。）は個人に含めるものとする。 

２ 「酪農経営」には、搾乳を目的とする乳用種雌牛の販売を行

う経営を含むものとする。以下同じ。 

（３）経営改善計画の作成 

緊急支援資金の借入れを希望する大家畜及び養豚経営（以下「借入希望

者」という。）は、別紙様式第２号の経営改善計画を作成するものとする。

また、経営改善計画は、次に掲げるものから成るものとする。 

ア 農家の概要 

 イ 負債の要因 

ウ 経営改善に向けた取組状況及び今後の対応方針等 

エ 経営の概況 

オ 緊急支援資金で借り換える資金の内容 

カ 条件緩和の内容 

（４）貸付期間 

緊急支援資金の貸付けは、平成２１年度及び２２年度とする。 

（５）融資機関 

１の（１）の融資機関は、次に掲げる機関とする。 

ア 農業協同組合 

イ 農業協同組合連合会 

ウ 農林中央金庫 

エ 都道府県知事が指定した銀行、信用金庫及び信用協同組合 

（６）貸付条件 

ア 貸付限度額 

貸付限度額は、３の（１）のエの規定により、都道府県知事又は審査

委員会を構成する団体であって都道府県知事が指定する団体の長（以

下、「都道府県知事等」という。）の承認を受けた経営改善計画に定める

借入計画額とする。 

イ 償還期限及び据置期間 

償還期限（据置期間を含む。以下同じ。）及び据置期間は、大家畜経

営にあってはそれぞれ２５年以内及び５年以内、養豚経営にあっては

それぞれ１５年以内及び５年以内とする。 

ウ 償還方法 
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償還方法は、元金均等とする。 

エ 貸付利率 

（ア）貸付利率は、別表１に定める利率とする。 

（イ）（ア）に定める貸付利率未満で融資機関が貸し付けることを妨げな

い。 

（７）審査委員会 

３の（１）のウの審査委員会は、都道府県の畜産主務課及び農業に係る

資金担当主務課、融資機関、株式会社日本政策金融公庫、農業信用基金協

会その他都道府県知事の指定する機関の職員をもって構成するものとす

る。また、円滑な審査を行うため、畜産特別資金計画書審査基準作成マニ

ュアル（平成１８年６月公益社団法人中央畜産会（昭和３０年 

１２月1日に社団法人中央畜産会という名称で設立された法人をいう。））

を参考に、各都道府県の実情に合った審査基準を設けるものとする。 

（８）経営改善計画の見直し等 

ア 緊急支援資金を借り入れた者（以下「借入者」という。）は、大家畜

又は養豚経営部門及び経営全体の収支についての記帳を行い、経営改

善計画を確実に実施するものとする。 

イ 借入者は、経営改善計画の作成年度から５年にわたり、毎年度経営改

善計画を見直すものとする（負債比率（負債比率＝総負債残高÷（過去

３か年の平均売上高又は前年度売上高のいずれか高い額）×１００。以

下同じ。）が２００パーセント程度を下回る経営においては、この限り

ではない。）。ただし、経営改善計画達成のために都道府県知事等が必要

と認めた場合にあっては、１０年以内で引き続き経営改善計画を見直

すことができる。 

ウ イの見直しを行った場合は、経営改善計画について、３の（１）のア

からエまでに規定する手続に準じて都道府県知事等の承認を受けるも

のとする。ただし、３の（１）のエの理事長への協議を要しないものと

する。 

エ 都道府県知事等は、ウの承認を行ったときは、事業実施主体に報告す

るものとする。 

（９）経営改善計画の承認の取消し 

ア 都道府県知事等は、次に掲げるいずれかの事項に該当する場合には、

３の（１）のエの承認を取り消すものとする。 

（ア）経営改善計画の達成が困難となったと認められること。 

（イ）経営改善計画の承認取消しの申請がなされたこと。 

（ウ）経営改善計画の承認後に不実記載が認められること。 

（エ）（８）のアの借入者が（２）の借入希望者の要件を充たさなくなっ

たと認められること。ただし、次の場合においてはこの限りではな

い。 

① 後継者が不慮の事故等により大家畜又は養豚経営に従事できな

くなった場合 

② 当初の後継者に代わり、他の者が（２）の要件を充たすこととな

った場合 
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（オ）（ア）から（エ）までに掲げるもののほか、（７）の審査基準に適合

しなくなったと認められること。 

イ アの取消しを行うに当たって、都道府県知事等は、審査委員会の意見

を聴くことができるものとする。 

ウ 都道府県知事等は、経営改善計画の取消しを行ったときは、速やか

に、借入者、融資機関及び事業実施主体に対して通知するものとする。 

３ 資金の融通と利子補給等 

（１）経営改善計画の提出等 

ア 緊急支援資金の借入希望者は、２の（３）で作成した経営改善計画を

融資機関に提出するものとする。 

イ 融資機関は、経営改善計画が提出されたときは、借入希望者が２の

（２）の定める要件に該当する者（以下「貸付対象者」という。）であ

ることを確認し、当該経営改善計画の内容を検討した上で、計画の妥当

性及び償還可能性に関する意見を付して、経営改善計画と併せて都道

府県知事等に提出するものとする。 

ウ 都道府県知事等は、融資機関から経営改善計画が提出されたときは、 

審査委員会を開催し（ただし、負債比率が２００パーセント程度を下回

る経営はこの限りではない。）、イにより融資機関の付した意見を十分

考慮し審査するものとする。 

なお、審査に当たっては、必要に応じ借入希望者の事業所が所在する

市町村に対し、経営改善計画の内容の確認に係る照会を行うものとす

る。 

エ 都道府県知事等は、ウの審査の結果、妥当であると認められた場合

は、別紙様式第３号の畜産経営維持緊急支援資金融通事業計画書によ

り理事長に協議をした上で、経営改善計画の承認を行うものとする。た

だし、負債比率が２００パーセント未満の経営に係る経営改善計画に

ついては理事長への協議を要しない。 

オ 都道府県知事等は、エの承認を行ったときは、速やかに、貸付対象者

及び融資機関に通知するものとする。 

カ 融資機関は、オの通知を受けたときは、緊急支援資金を貸し付けると

ともに、当該資金を貸し付けた旨遅滞なく、事業実施主体に実行報告を

行うものとする。 

キ 事業実施主体は、カの報告を受けたときは、当該報告を取りまとめて

別紙様式第４号の畜産経営維持緊急支援資金融通事業実施計画変更承

認申請書を作成し、理事長の承認を受けるものとする。 

ク 融資機関は、カの緊急支援資金の貸付けについて、事業実施主体に利

子補給金を請求するものとする。 

ケ 事業実施主体は、クの請求を行った融資機関に対し、キの承認を受け

た事業実施計画に基づき基金から利子補給金を交付するものとする。 

コ 借入者は、エの都道府県知事等の承認を受けた経営改善計画につき、

当該経営改善計画の内容を変更しようとする場合は、変更後の経営改

善計画を融資機関を通じて都道府県知事に提出し、承認を受けるもの

とする。ただし、軽微な変更にあってはこの限りではない。 
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サ 融資機関は、コにより経営改善計画の提出を受けたときは、イの手続

きに準じて都道府県知事等に提出するものとする、 

シ 都道府県知事は、サにより経営改善計画の提出を受けたときは、ウ及

びエに準じて承認を行うものとする。ただし、エの理事長への協議は要

しない。また、承認した旨を速やかに融資機関に通知するとともに、事

業実施主体に報告するものとする。 

ス 融資機関は、シの通知を受けた場合であって、償還予定日及び利子補

給金の予定額等に変更が生じる場合は、事業実施主体にその内容を速

やかに通知するものとする。 

（２）貸付日 

緊急支援資金の貸付けは、（１）のエの経営改善計画の承認後であって

毎年度、原則として５月３１日（平成２１年度を除く。）、８月３１日、 

１１月３０日及び２月２８日（平成２２年度を除く。）とするが、畜産情

勢等を勘案し理事長が別に定めることができるものとする。 

（３）債権保全措置 

緊急支援資金の貸付けに係る債権保全については、通常の物的又は人

的担保によることを原則とし、必要に応じ、農業信用保証保険制度の活用

を図るものとする。 

（４）借入者の勘定取引の方法 

借入者は、農協等との取引に関しては、原則として、多部門にわたる経

営資金及び生活資金を一つの勘定で処理する方式による取引によらず、

大家畜又は養豚経営部門の取引状況を明確に把握できる勘定取引による

とともに、大家畜又は養豚経営部門及び農家経済の収支に係る記帳によ

り、経営改善計画の的確な実施に努めるものとする。 

（５）償還猶予等に係る特例措置 

ア 災害等やむを得ない事情により償還が困難と見込まれる場合は、特

例措置として、次に掲げる貸付条件の変更による償還猶予等が認めら

れるものとする。 

（ア）２の（６）のイに規定する償還期限及び据置期間を超えて、償還期

限若しくは据置期間を延長すること又は中間据置（償還に入った後、

元本の償還を据え置くことをいう。）を設定すること。この場合にお

ける延長及び中間据置の期間は、１年とする。 

（イ）２の（６）のウの規定に関わらず、約定償還額を減額すること。 

イ アの（ア）及び（イ）の特例措置の対象となる災害等及び対象期間に

ついては、それぞれ理事長が別に定めるものとする。 

ウ 借入者がアにより特例措置の適用を受けようとする場合は、（１）の

コからスまでの規定に準じて経営改善計画の承認等の手続を行うもの

とする。 

エ 事業実施主体は、（１）のカに準じて都道府県知事等から報告を受け

た場合は、各四半期の末日現在において、都道府県ごとに特例措置の承

認状況を取りまとめて、速やかに理事長に報告するものとする。 

（６）利子補給額等の算定 

ア １の（１）の事業における利子補給に要する経費は、融資機関
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の貸付金利が別表１に定める利率である場合に、融資機関の緊

急支援資金の貸付平均残高に別表１に定める利子補給率（以下

「利子補給率」という。）をかけて算出される額に相当する額と

する。ただし、融資実行年度の翌年度及び翌々年度については、

貸付利率の無利子化に必要な額として、貸付平均残高に別表１

に定める貸付利率（当該貸付利率未満で融資機関が貸し付ける

場合にはその利率）をかけて算出する額に相当する額を合わせ

て計上する。 

イ ただし、別表１の利子補給を受けた場合に同表に定める貸付利

率未満で緊急支援資金を貸し付けることのできる融資機関にあっ

ては、別表１の利子補給率と、当該貸し付けることのできる利率及

び別表１の利子補給率の和から当該融資機関が実際に緊急支援資金

を貸し付ける利率を減じて得た率のいずれか低い率で計算した額に

相当する額とする。 

（７）利子補給事業の停止 

ア 事業実施主体は、２の（９）のアの規定により借入者の経営改善計画

の承認が取り消された場合又は借入者が大家畜又は養豚経営を中止し

た場合には、それ以降融資機関に対し、当該借入者への貸付けに係る利

子補給金の交付を行わないものとする。 

イ 都道府県知事等は、アに基づく利子補給事業が停止された場合には、

第７の４に基づく事業実施主体と融資機関との間の必要な事項に関し

て指導を行うものとする。 

（８）事業の実施期間 

この事業の実施期間は、平成２１年度から令和１８年度までとする。 

    ただし、（５）のアの（ア）の規定により緊急支援資金の償還期限が１

年延長された場合にあっては、この事業の実施期間を１年延長するもの

とする。 

 

第４ 畜産経営維持緊急支援資金保証円滑化事業 

 １ 事業の種目 

（１）農業信用保証保険法（昭和３６年法律第２０４号）に基づき設立された

農業信用基金協会（以下「基金協会」という。）に対する、緊急支援資金

に係る保証債務の弁済に伴う損失の一部を補塡するための畜産経営維持

緊急支援資金保証円滑化交付金（以下「保証円滑化交付金」という。）の

交付 

（２）（１）の事業の円滑な実施を図るために必要な調査等 

２ 事業の要件等 

（１）保証円滑化交付金の交付 

ア 基金協会は、融資機関に対して緊急支援資金に係る保証債務を弁済

しようとする場合には、別紙様式第５号の畜産経営維持緊急支援資金

保証円滑化事業に係る代位弁済承認申請書を作成し、あらかじめ都道

府県知事と協議の上、事業実施主体を経由し、理事長の承認を受けるも

のとする。 
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イ 事業実施主体は、基金協会が融資機関に対し緊急支援資金に係る保

証債務の弁済をした場合には、当該弁済額（当該保証債務に係る独立行

政法人農林漁業信用基金（以下「信用基金」という。）からの保険金受

領額又はその予定額を除く。以下「弁済額」という。）に０．５を乗じ

て得た額を限度額として、保証円滑化交付金を交付するものとする。 

ウ アの承認は、次に掲げる事項に該当する場合には行わないものとす

る。ただし、（ア）、（イ）又は（オ）に該当することについて、融資機

関及び基金協会の責めに帰することができない場合は、この限りでは

ない。 

（ア）第３の２に定める借換対象資金及び借入希望者の要件を満たして

いない場合 

（イ）都道府県知事等の承認を受けた経営改善計画において不実の記載

が認められる場合 

（ウ）信用基金との間に保険関係が成立していない保証債務の場合 

（エ）緊急支援資金の償還が困難であると認められない場合 

（オ）この要綱及び第５の１に基づく要領等の規定に違反することが認

められる場合 

（２）保証円滑化交付金の申請等 

ア 基金協会は、事業主体に対して、基金協会が当該保証債務の弁済を行

った日から起算して６か月以内に保証円滑化交付金の交付を申請でき

るものとする。 

イ 事業主体は、アの規定に基づき基金協会からの申請を受けた場合に

は、当該基金協会に対して、保証円滑化交付金を交付するものとする。 

（３）保証円滑化交付金の返還等 

ア 基金協会は、緊急支援資金に係る保証債務の弁済によって取得した

基金協会の求償権（以下「求償権」という。）について、回収に努める

ものとする。 

イ 基金協会は、交付を受けた保証円滑化交付金を、緊急支援資金に係る

求償権の償却に係る経費に充てることができるものとする。 

ウ 基金協会は、緊急支援資金に係る畜産経営維持緊急支援資金保証円

滑化事業に基づく保証業務が終了（基金協会のすべての緊急支援資金

に係る保証債務の償還又は求償権の回収若しくは償却が終了した時点

のことをいう。以下同じ。）した場合において、当該基金協会に交付さ

れた保証円滑化交付金から、イの求償権の償却に要した経費を差引い

た結果、残額がある場合には、当該残額を事業実施主体に返還するもの

とする。 

エ 基金協会は、イにより求償権の償却を行った場合には、速やかに別紙

様式第６号の畜産経営維持緊急支援資金融通事業に係る求償権償却報

告書を作成し、都道府県知事に報告するとともに、事業実施主体を経由

し、理事長に通知するものとする。 

オ 理事長は、保証円滑化交付金の交付後に（１）のウの（ア）から（オ）

までに掲げる事項に該当することが明らかとなった場合には、基金協

会の責めに帰することができない場合を除き、事業実施主体に対し、基
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金協会からの保証円滑化交付金の返還を命じるものとする。 

（４）事業の実施期間 

この事業の実施期間は、平成２１年度から令和１８年度までとする。 

ただし、（５）のアの（ア）の規定により緊急支援資金の償還期限が１

年延長された場合にあっては、この事業の実施期間を１年延長するもの

とする。 

 

第５ 事業の実施 

１ 事業実施要領の作成 

事業実施主体は、この事業の実施に当たっては、あらかじめ事業の趣旨、

内容、仕組み、補助金の交付手続き、消費税及び地方消費税の取扱い等を定

めた事業実施要領を作成して理事長の承認を受けるものとする。これを変

更する場合も同様とする。 

２ 事業実施計画の作成 

事業実施主体は、事業の実施に当たっては、毎年度、別紙様式第４号の畜

産経営維持緊急支援資金融通事業実施計画承認申請書を作成し、理事長の

承認を受けるものとする。 

３ 事業実施計画の変更 

事業実施主体は、畜産経営維持緊急支援資金融通事業実施計画承認申請

書を提出した後において、次に掲げる変更をしようとする場合は、あらかじ

め別紙様式第４号の畜産経営維持緊急支援資金融通事業実施計画変更承認

申請書を理事長に提出し、承認を受けるものとする。 

（１）事業の中止又は廃止 

（２）事業費の３０パーセントを超える増減 

（３）基金負担の増加を伴う事業費の増 

４ 事業の委託 

（１）事業実施主体は、この事業の一部を都道府県、都道府県知事が指定する

信用農業協同組合連合会、その他理事長が適当と認める団体に委託して

行うことができるものとする。 

（２）（１）の規定により委託する場合、委託要領を作成し、理事長の承認を

受けるものとする。 

 

第６ 事業の推進指導等 

１ 事業実施主体は、畜産特別支援資金融通事業実施要綱（平成２５年２月 

２６日付け２４農畜機第４６９９号）と連携し、効率的な実施となるよう努

めるものとする。 

 ２ 事業実施主体は、農林水産省及び機構の指導の下、都道府県及び関係団体

との連携に努め、この事業の円滑な推進を図るものとする。 

 ３ 都道府県知事は、この事業の適正かつ円滑な実施を図るため、この事業の

趣旨及び内容の周知徹底、融資機関その他の関係機関に対する指導及び助

言、借入者に対する必要な指導その他必要な支援に努めるものとする。 
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第７ 基金の造成及び管理運用 

１ 事業実施主体は、機構からの補助をもって基金を設けるものとする。 

２ 事業実施主体は、基金を他の勘定と区分して経理するものとする。 

３ 事業実施主体は、第３及び第４の事業を実施する場合を除き、基金を取り

崩してはならないものとする。 

４ 基金の運用によって生じた果実は、基金内で区分して管理し、当該額を毎

年度機構に返還するものとする。 

５ 事業実施主体が、融資機関に対し利子補給金を交付した後、その交付した

利子補給金が適当でないと認められた場合は、次により措置するものとす

る。 

（１）事業実施主体は、当該融資機関から事情を徴するとともに、適当でない

と認められた利子補給金の全部又は一部に別表２に定める利息相当額を

加算して得た額(以下「返還金」という。）を別表３に定める期限内に基金

に納付させる。 

（２）事業実施主体は、（１）の期限内に返還金が納付されない場合は、当該

返還金のほか、（１）の期限の翌日から納付の日までの日数に応じ当該返

還金に年１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金を徴する。 

６ 事業実施主体は、事業実施期間終了後、基金に残額が生じた場合又は事業

実施期間中であっても基金に残額が生じることが見込まれるため理事長か

ら返還の指示があった場合には、当該残額又は指示があった額を機構に返

還するものとする。 

 

第８ 機構の補助等 

 １ 事業実施主体は、別表４に定める補助対象経費及び補助率により、第３及

び第４の事業に要する経費につき基金から支出するものとする。ただし、第

３の１の（１）の事業に要する経費については、第３の３の（５）により算

出される額以内とする。 

 ２ 機構は、予算の範囲内において、別表５に定める補助対象経費及び補助率

により、事業実施主体が第３及び第４の事業に要する経費につき補助するも

のとする。 

 

第９ 補助金の交付手続等 

１ 補助金の交付申請 

事業実施主体は、補助金の交付を受けようとする場合は、理事長が別に定

める期日までに別紙様式第７号の畜産経営維持緊急支援資金融通事業補助

金交付申請書及び概算払請求書を作成の上、理事長に提出し、その承認を受

けることとする。 

２ 変更承認申請 

事業実施主体は、補助金の交付決定があった後において、次に掲げる変更

をしようとする場合には、あらかじめ別紙様式第８号の畜産経営維持緊急

支援資金融通事業補助金交付変更承認申請書を作成の上、理事長に提出し、

その承認を受けることとする。 

（１）事業の中止又は廃止 



12 

（２）事業費の３０パーセントを超える増減 

（３）補助金の交付決定額の増加を伴う事業費の増 

３ 補助金の概算払 

理事長は、この事業の円滑な実施を図るため必要と認めるときは、交付決

定額を限度として補助金の概算払いをすることがある。 

 

第１０ 基金の管理状況報告等 

 １ 事業の実績報告 

（１）事業実施主体は、機構からの補助金を基金に入金管理した日から起算し

て１か月を経過した日までに、別紙様式第９号の畜産経営維持緊急支援

資金補助事業基金造成実績報告書を理事長へ提出するものとする。 

 （２）融資機関は、毎年度終了後遅滞なく、事業実施主体に対して事業実績の

報告を行うものとする。 

事業実施主体は、提出された報告を取りまとめ、自らの事業の実績とと

もに、別紙様式第１０号の畜産経営維持緊急支援資金融通事業実績報告

書を翌年度の４月２０日までに理事長に報告するものとする。 

 融資機関は、都道府県知事等から要求があった場合には、緊急支援資金

の貸付状況につき、別紙様式第１１号に準じて作成し都道府県知事等に報

告するものとする。 

２ 基金の管理状況報告  

事業実施主体は、毎年度、翌年度の４月３０日（基金を閉鎖した場合にあ

っては、閉鎖した日から起算して１か月以内）までに、別紙様式第１２号の

畜産経営維持緊急支援資金融通事業基金管理状況報告書を理事長に提出す

るものとする。 

 

第１１ 消費税及び地方消費税の取扱い 

１ 事業実施主体は、機構に対して第９の１の補助金交付申請書を提出する

に当たり、第７の３の規定に基づき基金を取り崩して充てることができる

経費（以下「事業経費」という。）に係る仕入れに係る消費税等相当額（補

助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税

法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控

除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に

規定する仕入れに係る地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率

を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）がある場合は、これを当該補助金の

交付申請額から減額して申請しなければならない。 

ただし、申請時において事業経費に係る仕入れに係る消費税等相当額が

明らかでない場合は、この限りでない。 

 ２ 事業実施主体は、１のただし書きにより申請をした場合において、第 

１０の１の（２）に係る事業実績を報告するに当たり、事業経費に係る仕入

れに係る消費税等相当額が明らかになった場合は、これを当該事業実績年

度別報告額から減額して報告しなければならない。    

 ３ 事業実施主体は、１のただし書きにより申請をした場合において、第 

１０の１の（２）に係る事業実績年度別報告書を提出した後において、消費
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税及び地方消費税の申告により事業経費に係る仕入れに係る消費税相当額

が確定した場合は、別紙様式第１３号の畜産経営維持緊急支援資金融通事

業に係る仕入れに係る消費税等相当額報告書を速やかに理事長に提出する

とともに、その金額（２の規定に基づき減額した場合は、その減じた金額を

上回る部分の金額）を基金に返戻しなければならない。 

また、事業経費に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかにならない

場合又はない場合であっても、その状況等について、第１０の１の（２）に

係る事業実績年度別報告書を提出した日の翌年６月３０日までに、同様式

により理事長に報告しなければならない。 

 ４ 事業実施主体は、基金を閉鎖した後において、消費税及び地方消費税の申

告により事業経費に係る仕入れに係る消費税相当額が確定した場合は、別紙

様式第１４号の畜産経営維持緊急支援資金融通事業に係る仕入れに係る消

費税等相当額報告書（基金閉鎖後）を速やかに理事長に提出するとともに、

その金額（２の規定に基づき減額した場合は、その減じた金額を上回る部分

の金額）を機構に返還しなければならない。 

また、事業経費に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかにならない

場合又はない場合であっても、その状況等について、基金を閉鎖した日の翌

年６月３０日までに、同様式により理事長に報告しなければならない。 

 

第１２ 帳簿の整備保管等 

１ 事業実施主体は、この事業に係る経理を適正に行うとともに、その内容を

明らかにした帳簿及び関係書類を整備して保管するものとする。 

ただし、その保存期間は、事業の完了した年度（基金の収入、支出に関す

る帳簿等は基金を閉鎖した年度）の翌年度から起算して５年間とする。 

 ２ 理事長は、この要綱に定めるもののほか、この事業の実施及び実績につい

て必要に応じ、事業実施主体に対し調査し、又は報告を求めることができる

ものとする。 

 ３ 都道府県は、この要綱に定めるもののほか、この事業の実施及び実績につ

いて必要に応じ、融資機関、農業信用基金協会、借入者に対し調査し、又は

報告を求めることができるものとする。 

 

第１３ その他 

この要綱に定めるもののほか、この事業の実施につき必要な事項につい

ては、理事長が別に定めるものとする。 

 

 

附 則（平成２１年６月３日付け２１農畜機第１１１５号） 

本要綱は、平成２１年６月３日から施行する。 

 

附 則（平成２１年６月１０日付け２１農畜機第１２２７号） 

１ 本要綱の改正は、平成２１年６月１０日から施行する。 

２ この要綱の改正に伴い、改正前の要綱第１の規定に基づく事業実施主体に

ついては、改正後の第１の規定に基づく事業実施主体とみなす。 
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附 則（平成２１年８月２１日付け２１農畜機第２３５１号） 

本要綱の改正は、平成２１年８月２１日から施行する。 

 

附 則（平成２１年１１月２０日付け２１農畜機第３４７４号） 

本要綱の改正は、平成２１年１１月２０日から施行する。 

 

附 則（平成２２年２月１９日付け２１農畜機第４６５３号） 

本要綱の改正は、平成２２年２月１９日から施行する。 

 

附 則（平成 22 年４月２３日付け２２農畜機第５４２号） 

本要綱の改正は、平成２２年４月２３日から施行し、平成２２年４月１日から

適用する。 

 

附 則（平成２２年５月２６日付け２２農畜機第９２２号） 

本要綱の改正は、平成２２年５月２６日から施行する。 

 

附 則（平成２２年８月２４日付け２２農畜機第２２７２号） 

本要綱の改正は、平成２２年８月２４日から施行する。 

 

附 則（平成２２年１１月１８日付け２２農畜機第３３４３号） 

本要綱の改正は、平成２２年１１月１８日から施行する。 

 

附 則（平成２２年１２月２０日付け２２農畜機第３６８８号） 

本要綱の改正は、平成２２年１２月２０日から施行する。 

 

附 則（平成２３年２月２１日付け２２農畜機第４４３６号） 

本要綱の改正は、平成２３年２月２１日から施行する。 

 

附 則（平成２３年３月１８日付け２２農畜機第４８５７号） 

本要綱の改正は、平成２３年３月１８日から施行する。 

 

附 則（平成２３年４月１日付け２２農畜機第５２３９号） 

本要綱の改正は、平成２３年４月１日から施行する。 

 

附 則 （平成２５年４月１日付け２４農畜機第５３４０号） 

１ この要綱の改正は、平成２５年４月１日から施行する。 

２ この要綱による改正後の第１１の規定については、第３に規定する平成 

２５年度の事業から適用する。 

 

附 則 （平成２５年４月２３日付け２５農畜機第３０３号） 

この要綱の改正は、平成２５年４月２３日から施行する。 
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附 則 （平成２５年８月２１日付け２５農畜機第３０３号） 

この要綱の改正は、平成２５年８月２１日から施行する。 

 

附 則（平成２７年３月９日付け２６農畜機第４９３９号） 

１ この要綱の改正は、平成２７年３月９日から施行し、平成２７年４月１日か 

ら適用する。 

２ この要綱の改正に伴い、改正前の第７の１の規定に基づく基金については、

改正後の第７の１の規定に基づく基金とみなすものとする。 

 

附 則 （平成２８年３月３１日付け２７農畜機第５４２７号） 

１ この要綱の改正は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 平成２７年度までに終了した事業については、この要綱による改正前の規

定は、なお効力を有するものとする。 

 

附 則（平成２９年３月１６日付け２８農畜機第６２６２号） 

この要綱の改正は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和２年３月３１日付け元農畜機第８１２２号） 

この要綱の改正は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和２年５月１５日付け２農畜機第９７１号） 

この要綱の改正は、令和２年５月１５日から施行する。 
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 別表１ 

貸付年度 
融資機関の 

貸付金利（％） 

貸付利率 

（％） 
利子補給率 

（％） 

平成 21 年度 

（8月 31 日） 
2.95 1.70 1.01 

平成 21 年度 

（11 月 30 日） 
2.95 1.70 1.01 

平成 21 年度 

（3月 1日） 
2.95 1.70 1.01 

平成 22 年度 

（5月 31 日） 
2.85 1.60 1.01 

平成 22 年度 

（8月 31 日） 
2.55 1.30 1.01 

平成 22 年度 

（11 月 30 日） 
2.55 1.30 1.01 

平成 22 年度 

（12 月 28 日） 
2.75 1.50 1.01 

平成 22 年度 

（２月 28 日） 
2.85 1.60 1.01 

平成 22 年度 

（３月 22 日） 
2.85 1.60 1.01 

注：融資実行日が融資機関の休業日となった場合は翌営業日とする。 

 

 

別表２ 

利息相当額 

利息相当額は、次に掲げる式により算出するものとする。 

 

                          ｂ 

利息相当額＝ａ×7.5％×    

             365 

 

ａ：適当でないと認められた利子補給金の全部又は一部 

ｂ：利子補給金が融資機関に交付された日から第７の４の（１）の返還金が

事業実施主体に納付されるまでの日数 

 

 

別表３ 

納付期限 

 納付期限は、交付した利子補給金の全部又は一部が適当でないとして事業

実施主体が融資機関に返還金の納付を文書をもって通知した日から起算して

40 日目とする。 
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別表４ 

補 助 対 象 経 費 補 助 率 

１ 畜産経営維持緊急支援資金事業 

２ 畜産経営維持緊急支援資金保証円滑化事業 

定 額 

定 額 

 

別表５ 

補 助 対 象 経 費 補 助 率 

事業実施主体が基金を造成するのに要する経費 定 額 

 

 

 

 


